
作成責任者名

政策体系上の
位置付け

令和3年8月

119 20兆円 平成28年度 17兆円 20兆円 22兆円 24兆円 27兆円 30兆円 令和2年度

120 179千件 平成28年度 173千件 179千件 179千件 185千件 187千件 213千件 令和3年度

24 58 20 13

(21) (53) (20)

- - - -

- - -

- - - -

- - -

- - - -

- - -

14 12 31 9

(10) (11) (26)

令和２年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

（国土交通省２－㉛）

施策目標 ３１　不動産市場の整備や適正な土地利用のための条件整備を推進する 担当部局名 不動産・建設経済局 不動産業課長　井崎　信也

施策目標の概要及び達成すべき目標
不動産市場の透明性を確保し、取引の円滑化・活性化を図るため、不動産取引や不動産市場に関する情報の整備・
提供の充実を図るとともに、安心・安全のための消費者保護施策等を進めていくことにより、不動産市場の整備や適
正な土地利用のための条件整備を推進していく。

施策目標の
評価結果

９　市場環境の整備、産業の生産性
向上、消費者利益の保護

政策評価実施
予定時期

実績値

リート等の資産総額 

不動産投資市場の持続的な成長を実現することは、強い経済、一億総活躍社会を支える不動産ストックの形成・再生・活用にとって不
可欠の課題であるとの認識のもと、日本再興戦略２０１６（平成28年6月2日閣議決定）において以下の通り記載があることから、業績指
標として採用している。
「不動産について流動化を通じた有効活用を図るため、今後ニーズの増加が見込まれる観光や介護等の分野における不動産の供給
を促進するとともに、クラウドファンディング等の小口資金による空き家・空き店舗の再生、寄付等された遊休不動産の管理・活用、鑑
定評価を含む不動産情報の充実等に必要な法改正等を一体的に行い、2020年頃までにリート等の資産総額を約30兆円に倍増するこ
とを目指す。」（第二　一．11－（２）i）
また、近年のリート市場の成長度合や、リートの市場規模の国際比較等から、上記の目標値を設定した。

指定流通機構（レインズ）における売却物件に係る各
年度の成約報告件数 

宅地建物取引業法は、専任媒介契約・専属専任媒介契約を締結した宅地建物取引業者に指定流通機構への物件情報の登録及び成
約情報の報告を義務づけている。よって指定流通機構における売却物件の成約報告件数は、不動産の流通市場の担い手である宅地
建物取引業者が関与する既存物件及び土地の取引量を反映しており、不動産流通市場の環境整備の推進による不動産市場の拡大、
活性化の状況を示すものであることから業績指標として採用。目標については、平成27年度から平成28年度にかけての成約報告件数
の伸び（3.5％）が、平成29年度以降5年間継続するものとした件数を、当該目標値として設定した。

予算額計（執行額）

-

①指定流通機構（レインズ）における売却物件に係る各年度
の成約報告件数：213千件（令和3年度）
②既存住宅流通戸数に対する、インスペクションを受けた既
存住宅売買瑕疵保険の申込数の比率：20％（令和7年度）

業績指標 初期値 評価結果 目標値 業績指標の選定理由、目標値（水準・目標年度）の設定の根拠等目標値
設定年度

27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 目標年度

達成手段
（開始年度）

R2年度
当初

予算額
（百万円）

達成手段の概要
関連する
業績指標

番号

達成手段の目標（R2年度）
（上段：アウトプット、下段：アウトカム）

R2年度
行政事業レビュー

事業番号

29年度
（百万円）

30年度
（百万円）

元年度
（百万円）

(1)
不動産証券化の推進に関する
経費（平成26年度）

0368
不動産特定共同事業におけるガバナンスの確保策の検討や、地域における不動産特定共同事業をはじめとする不動産証券化
事業の担い手の育成を通じて、不動産投資市場の活性化促進を図るとともに、地元資金を活用するといった持続的かつ効果的な
地方創生の実現を推進する。

119 -

(2)
Jリート・SPCが取得する不動産
に関する租税特別措置（平成
10年度）

-

Jリート等の不動産取得コストを軽減して不動産の証券化を推進し、豊富な民間資金を活用したJリート等による不動産の取得・そ
の後の長期間に渡る適切な維持管理・バリューアップ等が促進されることにより、Jリート等が有力な買い手として透明性の高い適
正価格での取引が行われ、優良な都市ストックの形成・維持、開発の促進等による地域経済の活性化やデフレからの脱却をもた
らす。また、不動産証券化の推進により約1,800兆円といわれる個人金融資産を不動産市場に振り向ける。

119 -

(3)
特例事業者による不動産取得
に係る不動産流通税の特例措
置（平成25年度）

-
特例事業者が取得する不動産に係る不動産流通税を減免することにより、特例事業者による不動産証券化を推進することで、建
築物の耐震化や老朽不動産の再生、民間施設の整備など都市機能の向上への民間資金の導入を促進する。

119 -

(4)

小規模不動産特定共同事業者
及び適格特例投資家限定事業
者による不動産取得に係る不
動産流通税の特例措置（平成
29年度）

-

小規模不動産特定共同事業における不動産取得コストを軽減することで、地域における小規模不動産の再生等を促進し、地域経
済の活性化に寄与する。また、適格特例投資家限定事業に係る不動産取得コストを軽減することで、不動産の証券化を推進し、
豊富な資金と目利き力を活かした物件の開発やバリューアップ等を通じて、地域経済の活性化や国際競争力の強化にも資する
優良な都市ストックの形成を促進するとともに、優良不動産の供給とそれに伴う不動産取引の活発化による資産デフレからの脱
却を確実なものにする。

119 -

(5)
不動産市場整備・活性化の推
進（平成24年度）

0366
「不動産業ビジョン２０３０」を踏まえた不動産業の持続的発展に向けた環境整備として、既存住宅流通市場の活性化等に向けた
取組を推進するため、不動産市場における新技術の活用の動向や不動産取引における課題等に係る調査検討を実施。

120



110 52 43 28

(107) (50) (39)

21 17 14 17

(20) (16) (14)

16 49 42 42

(16) (47) (40)

18 18 24 17

(17) (17) (24)

6 6 6 6

(6) (6) (6)

144 839 539 326

(137) (790) (531)

33 31 31 31

(33) (30) (31)

246 226 229 225

(238) (225) (229)

63 50 49 44

(58) (48) (48)

35 30 32 32

(27) (28) (32)

-

①賃貸・売却用等以外の「その他空き家」数：400万戸程度
（令和7年度）
②空き家等の流通促進業務における不動産関連団体と地方
公共団体との連携数（協議会等数）：500件（令和3年度）

土地利用基本計画変更意見聴取実施件数：200件

土地利用総合支援ネットワークシステムについて、高い水準
での使用環境を維持：120万件／月

土地白書の作成・公表

①令和3年度までに、国土交通省ホームページ「土地白書」に
関する年間アクセス件数を45,000件とする。
②令和3年度までに、国土交通省ホームページにおける空き
地等の管理・活用に関する先進的取組の普及サイトへの年
間アクセス件数を5000件とする。

①土地取引基礎調査概況調査処理件数：1,520,000件
②国土利用計画法第23条に基づく事後届出処理件数：16,740
件

国土交通省ホームページの「土地取引の件数・面積」のアク
セス件数：12,000件

都道府県地価調査基準地数：21,540地点

地価調査情報を掲載しているホームページのアクセス件数：
3,600万件

統計の公表：1件

国土交通省ホームページ及び政府統計オンライン調査総合
窓口（総務省）の土地基本調査に関連するアクセス数：200万
件

統計の公表：2件

国土交通省ホームページ及び政府統計オンライン調査総合
窓口（総務省）の土地基本調査に関連するアクセス数：200万
件

不動産取引価格情報の提供件数：420万件

不動産取引価格情報を掲載しているホームページのアクセス
件数：9,380万件

不動産価格指数のホームページでの年間公表回数：12回

売買による土地取引件数：1,382,166件

土地問題に関する国民の意識調査公表回数：1回
不動産鑑定評価基準等に関する調査成果の公表回数：1回
投資家調査成果の公表回数：1回

国土交通省ホームページ「土地問題に関する国民の意識調
査」アクセス件数：8,000件（令和3年度）
各年度の国土交通省ホームページ「不動産の鑑定評価」への
アクセス件数：17万件（令和3年度）
国土交通省ホームページ「投資家調査」アクセス件数：1万件
（令和3年度）

(6)

空き家・空き地の新たな流通・
利活用スキームの構築のため
の調査・検討経費（平成29年
度）

0371

空き家等の流通モデルの構築・普及に向け、関係者が連携して空き家等の流通促進のために先進的な取組を行う不動産関連
団体等を支援する。
過去に支援したモデル的な取組事例から、成功要因や課題等を分析・整理し、自治体や空き家等を利活用する事業団体等、空き
家所有者などに対し、全国的な周知・展開を図る。

120

(7)
土地利用計画の利活用に関す
る経費（平成12年度） 

0354

・土地利用基本計画は、都道府県の土地利用の基本方向を示すとともに、個別規制法で策定される計画等の総合調整を担う。国
は土地利用基本計画制度の適切な運用を確保する観点から、総合調整機能の向上手法や土地利用に関する各種データの収
集・分析・応用方法等について検討する。
・土地利用基本計画を変更する際の都道府県から国への意見聴取の円滑化及び土地利用基本計画図の国民への情報提供を
行う「土地利用総合支援ネットワークシステム」について、保守点検を行う。

-

(8)
土地白書作成等経費（平成元
年度） 

0355
土地に関する動向等に関し、情報を収集し、調査・分析を行った上で土地白書を作成し、国会へ提出することなどを通じ、土地に
ついての基本理念及び土地政策の重要性等について国民の関心を高め、その理解の促進を図る。また空き地等を有効活用・管
理している先進的な取組を支援し、事例集等にまとめ情報発信することで、空き地対策等の他地域への普及を促進する。

-

(9)
土地取引の円滑化に関する経
費（平成21年度）

0356

国土利用計画法に基づく土地取引規制制度を適切に運用することができる環境を整え、事前・事後届出件数や土地取引件数・面
積等を集計・蓄積・分析することで、土地取引動向の把握を図る。また、これらの情報を都道府県等に提供し、都道府県等におけ
る機動的かつ的確な土地政策の企画・実施に役立てることができるとともに、国民にも提供することで、土地取引規制制度や土地
取引動向の周知を図る。

-

(10)
都道府県地価調査等経費（昭
和49年度）

0357
各都道府県知事が、毎年7月1日における調査地点の正常価格を不動産鑑定士の鑑定評価を求めた上で判定を行う。国土交通
省は、各都道府県が毎年実施した地価調査の結果の提供を受けて、全国・圏域別の集計・分析を行い公表する。

-

(11)
土地基本調査経費（平成4年
度）

0358
経済政策・土地政策の推進のために必要な基礎資料（国民経済計算における土地賃貸料の推計、土地資産額の推計等）を得る
こと及び統計が広く国民に活用されることを目的として、法人の土地・建物および世帯の土地について、その所有及び利用の状況
等に関する実態を全国及び地域別に明らかにすること。

-

(12)
土地関連統計調査経費（昭和
45年度）

0359
土地政策の企画・立案を行う際の基礎資料として活用するとともに、広く国民に活用されることを目的として、企業の土地取得状
況や過去１年間に全国で行われた土地取引の実態把握、国及び地方公共団体における土地の所有・利用に関する情報について
整備・分析を行う。

-

(13)
取引価格等土地情報の整備・
提供推進経費（平成9年度）

0360
不動産の取引価格情報については、不動産の所有権移転登記があった物件（登記異動情報により把握）について、買主に対する
アンケート調査を行い、当該不動産の取引価格、面積・形状等の情報を収集している。 これらを、国土交通省ホームページにおい
て提供している。

-

(14)
マクロ経済政策と連携した土地
政策推進のための不動産動向
指標等の構築（平成23年度）

0361
IMF等の国際機関が共同で作成した、不動産価格指数の作成に関する国際指針を踏まえて、日本銀行や金融庁などと連携しつ
つ不動産価格の動向を適時・的確に把握する指標等を構築し、提供する。

-

(15)
土地市場の変化を踏まえた土
地政策実現のための経費（平
成5年度）

0362
土地・不動産市場に影響を及ぼしている国民・企業の土地所有や賃貸等に対する意識調査、土地市場の需給動向観測のための
情報収集・分析、不動産市場の実態把握等を行い、幅広く情報提供する

-



3,691 3,691 3,740 3,729

(3,690) (3,690) (3,739)

23 23 24 24

い (23) (23) (24)

7 7 7 7

(5) (3) (5)

6 7 10 16

(5) (7) (8)

14 15 24 33

(12) (13) (23)

- - 54 48

- - (53)

- - 20 10

- - (20)

- - 10 9

- - (10)

- - - 5

- - -

- - - 10

- - -

- - - 10

- - -

4,624 5,205 5,010 4,750 

(4,563) (5,129)

地価公示標準地数：26,000地点

地価公示情報を掲載しているホームページのアクセス件数：
3,600万件

調査の対象地区延べ数：400地区

地価LOOKを掲載しているホームページのアクセス件数：170
万件

立入検査及び書面調査等の不動産鑑定業者への検査件数：
40業者

国土交通省における不動産鑑定士の懲戒処分件数（同一案
件による処分を除く）：０件（令和5年度まで）

不動産市場国際化に向けた業務の実施件数：2件

我が国不動産企業等の海外進出案件数を前年度から増加
させる

①マンション管理業の環境整備等の推進に関する指針等の
改正数:1件
②賃貸住宅管理業の環境整備等の推進に関する指針等の
改正数：1件

①マンション管理会社に関する苦情相談件数：1,112件（令和3
年度）
②賃貸アパート、マンションに関する相談件数：28,000件（令
和4年度）

・権利者探索事例集：1件
・空き地関連情報等の外部提供に関する指針案の作成：1件
・土地関係業務に関する講演会・講習会の開催：60回

・土地関係業務に関する講習会・講演会の参加者数:4,000人
・国土交通省ホームページに公開する権利者探索の手引書
への累計アクセス数：5,000件（令和2年度）

不動産市場に関する新たな指標（既存住宅販売量指数）につ
いてのHPの公表回数：4回

不動産市場に関する新たな指標についてのHPのアクセス件
数：
33,333件

不動産鑑定評価基準等に関する調査成果の公表回数:1回

「不動産鑑定評価基準等」を掲載しているホームページのアク
セス件数：15,000件

情報開示に係るガイダンスの公表回数：1回（令和2年度）

情報開示に係るガイダンスに基づき情報を開示した企業数：
20社（令和4年度）

モデル構築数：2件

モデルを活用した地方公共団体数（事業者を含む）：10件（令
和4年度） 

(16) 地価公示（昭和45年度） 0363

全国の都市計画区域等において、標準地の正常な価格を国土交通省土地鑑定委員会が毎年1月1日現在で判定し公示する。基
本的には、①2人の鑑定評価員（不動産鑑定士）の鑑定評価を求め、②地域毎に組織された分科会に所属する鑑定評価員が地
域の市場分析等を共同で実施し、都道府県毎の分科会幹事会、地方ブロック毎のブロック幹事会等において広域的な市場分析
や価格水準の検討を行い、③これらの結果について土地鑑定委員会が集計・分析を行い、公表する。

-

(17)
主要都市における高度利用地
の地価分析調査（平成19年度）

0364

三大都市圏、地方中心都市等の高度利用地区について、四半期毎に、鑑定評価員（不動産鑑定士）が対象地区の不動産市場の
動向（取引価格、賃料、利回りの動向等）に関する情報を収集するとともに、不動産鑑定評価の手法による地価動向の把握を行
う。あわせて、各地区の不動産関連業者、金融機関等の地元不動産関係者からヒアリングするなど情報収集を行う。これらの結
果をとりまとめて、国土交通省において四半期毎に「主要都市の高度利用地地価動向報告」（地価ＬＯＯＫレポート）として発表す
る。

-

(18)
鑑定評価の適正性の確保のた
めのモニタリング経費（平成20
年度）

0365

証券化対象不動産や財務諸表に係る鑑定評価、資産評価に係る鑑定評価及び公的機関からの依頼に係る鑑定評価等を実施し
ている不動産鑑定業者に対して、立入検査及び書面調査を実施し、必要に応じて、不動産鑑定業者への指導監督等を行う。
また、不動産鑑定士、学識経験者、公認会計士等からなる委員会を随時開催し、検査等で判明した鑑定評価に係る問題点や対
応方策を議論・検証する。その結果を踏まえ、国土交通省において、不動産鑑定士の団体に対し、研修等を通じて実務の改善を
図るよう要請を行う。

-

(19)
不動産市場国際化への対応
（平成26年度） 

0369
我が国不動産業の国際展開にあたり、特に進出に有望な国/都市へのアプローチ方法等について調査・検討を行ったうえで、現
地にミッション団を派遣し、現地不動産企業とのビジネスマッチングを含むセミナーを開催する。また、不動産事業者の海外進出に
向けた協議会の設立を通じた情報提供を行う。

-

(20)
不動産の管理・流通のための
環境整備の推進（平成27年度）

0370

・マンション管理組合が管理業者に委託している業務の実態やニーズに関する調査を実施し、当該結果を踏まえた課題等の検討
を行うことにより、マンションの中古市場の拡大・管理業者の業務効率化に向けた環境の整備を図る。
・賃貸住宅管理業者登録制度のルール強化や未登録業者の登録促進、業者及び借主・貸主等に対する制度の認知度向上・さら
なる普及促進を図ることで、賃貸住宅管理業の適正化を一層促進する。
・住宅宿泊管理業者の確保に向けた環境整備を通じて、住宅宿泊管理業者の生産性向上・人材育成を図る。

-

(21)
所有者不明土地法の円滑な運
用に向けた地域支援（令和元
年度）

0372

所有者不明土地法の円滑な運用、積極的な活用のため、権利者探索の経験の浅い自治体等の関係者向けに、権利者探索等に
係る平易な手引書の作成を行う。また、市町村等のニーズを踏まえながら、用地事務や所有者不明土地の管理・活用等に関する
講習会、講演会を全国で開催するなど、市町村へのきめ細やかな支援を行う。
地域福利増進事業等を実施しようとする民間事業者等に対し、そのモデル的な取組を支援し、ノウハウの蓄積・分析等を行い、同
様な課題を有する他地域へその成果等を普及啓発することで、地域における効果的・効率的な所有者不明土地対策の推進と機
運の醸成を図る。加えて、所有者不明土地を含む空き地について、利用希望者とのマッチングや適正管理を促進するため、所有
者情報の外部提供に関する指針案をとりまとめる。

-

(22)
不動産市場動向の的確な把握
のための官民情報連携に向け
た環境整備（令和元年度）

0373
公的データである不動産価格指数等と民間データである賃料・取引量データ等について官民で情報連携し、多角的な分析を行う
ためのデータ整備を行う。データ整備における課題検証の結果、有効利用が可能なデータを元に、新たな指数の作成と定期的な
公表に向けたプログラム開発の検討を行う。

-

(23)
金融技術の進展等を踏まえた
適切な不動産投資の判断に資
する環境整備（令和元年度）

0374
不動産投資手法の多様化が進む中、個人投資家による適切な投資判断及び投資を行うことができる環境を整備することで、個人
投資家の被害等を可能な限り防止するとともに、金融技術の進展等を踏まえた適切な投資判断を促進し、質の高い投資を促進す
る。

119 -

(24)
国際動向等を踏まえた不動産
におけるＥＳＧ配慮に係る評価
のあり方検討

新02-048
ＥＳＧに係る評価制度を活用した不動産等の事例調査及び諸外国における認証制度の先進事例やＥＳＧに関する最新の調査研
究の収集を通じて、ＥＳＧ要素と不動産価格の関連に係る知見を整理する。当該知見を踏まえ、不動産の鑑定評価における評価
項目・手法等の検討を行い、不動産鑑定評価基準等へ反映する。

-

(25)
ESG投資等の動向を踏まえた
不動産投資市場の環境整備

新02-049
投資家が投資先に対してESG（環境・社会・ガバナンス）への配慮を求める国際的な動きが拡大している。一方で、我が国の不動
産は、ESG対応に関する情報開示が不十分であり、海外の機関投資家等にとって投資適格と見なされない恐れがあることから、 
ESG対応に関する望ましい情報開示のあり方等を検討し、我が国の不動産投資市場の更なる成長を促進する。

119

(26)
官民連携による地域の不動産
情報の活用促進

新02-050

不動産の取引価格や取引量の動きを町丁目単位など一定のエリアにおいて面的に表示できるようにするため、有識者の意見も
踏まえ、複数の地方公共団体と連携して、データの加工や算出モデルの構築を行う。また、情報通信関連企業等と連携して、不
動産市場の動向に関する情報の新たな活用方法 について、検討を行う。構築したモデルや検討結果から民間企業や地方公共
団体にとって有用となる不動産市場の動向に関する情報の活用方法に関するガイドラインを策定し、提供していく。

-

施策の予算額・執行額
施策に関係する内閣の重要政策
（施策方針演説等のうち主なもの）

【閣議決定】
・住生活基本計画（全国計画）（平成28年3月18日）第2．4
・成長戦略フォローアップ（令和２年７月17日） ６.（２）.iii）.③.オ、６.（２）.iv.①.エ
・経済財政運営と改革の基本方針2020（令和２年７月17 日）第３章.２.（１）.④
・世界最先端デジタル国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画（令和元年６月14日）

備考


